












問題 の 所 在
2002年8月29日,「 中華人民共和国農村土地請負法」(以下,「農村土地請負法」と表記する)が 中
華人民共和 国第9期 全国人民代表大会常務委員会第29回 会議で採択 され,即 日公布 された。同
法は,2003年3月1日 に施行 されたばか りである。
同法制定の 目的 と背景,お よび提言 とい うかたちで同法制定 に強 い影響 を及 ぼ して きた中国
(海南)改 革発展研究院(以 下,中 改院と表記する)に ついては,前 稿*1で 紹介 したので,詳 細 はそ
れに譲る。本稿の冒頭では,最 初 に前稿では紹介で きなか った同法制定の主体について言及 し,
次いで同法制定の 目的の要点のみについて再確認 してお くことにしよう。
同法制定の主体は,「 農村土地請負法」起草組 である。「農村土地請負法」起草組は,起 草指導
小組 と起草工作小組か らな り,前 者が法案の 目的 と概略を提示 し,後 者がそれに基づいて実際に
草案を起草 し,前 者が またその検討 を行 うという分業体制 を採 っていたと思 われる*2。 起草指導
小組 と起草工作小組のいずれに も,農 業 ・農村 問題 の専門家が数多 く見受 け られる。「農村土地
請負法」は,草 案作成者の顔触れか ら,同 法に先行 して制定 された農村の土地の権利義務関係 を
規定す る関連法規 に比 して,よ り農業 ・農村の実情 に即 していることが内容の検討 に先立 って窺
えるのである。
続いて,同 法制定の 目的は,大 別す ると2つ になる。 目的の第一は,農 業政策担 当者の立場 に
たち,土 地利用の効率化 をめざす ことである。土地利用の効率化 をめざす とは,農 民の 自発的な
「土地請負経営権」の移転 を間接的に支援 し,過 度に零細化 している農業経営規模*3を 漸次拡大
してい くことで ある。中国政府 は,2001年12月 に実現 した世界貿易機 関(WTO)へ の加盟 に
よって,あ らゆる産業分野での 自由化(輸 入量制限の撤廃と関税の引き下げ)を 段 階的にすすめてい
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かなければならな くなった。 もちろん,農 業分野 も例外ではない。中国の農産物が国際競争力 を
獲得で きるか否かは,ひ とえに農業経営規模 の拡大如何 にかか っている といえる。なお,「 農村
十地請負法」第16条 に規定 され る 「土地請負経営権」 とは,請 負契約 に基づ いて請負受託方で
ある農民 に与え られる請負地 の使用 ・収益お よび同権利移転の権利 と生産 ・経営の 自主的組織お
よび生産物の 自主 的処分の権利 である。 「土地請負経営権」につ いての同様 の規定は,1993年7
月に施行 され た 「中華 人民共和 国農業法」(以 下,「農業法」と表記する)第13条 に もみ られ る。
「農村土地請負法」制定の目的の第二 は,農 民の立場 にたち,土 地財産の保障 を実現 してい くこ
とであ る。農民が経営 する農地 は,農 民 にとって不可欠の生産手段であ り社会保障手段 で もあ
る。近年,「 三農」 儂 業 ・農村 ・農民)問 題*4*5*6の 深刻 さが伝 え られるなかで,国 家 が法規 に
よって農民の 「十地財産権」 を強化 してい くことは,当 然 とられるべ き対応である といえるだろ
う*7。 また,農 民 の 「土地財 産権」の強化 は,「 土地請負経営権」の移転 を軸に した農業経営規
模拡大の前提で もある。
本稿の 目的は,上 記主体 によって上記2つ の 目的 を達成すべ く制定 された 「農村土地請負法」
を検討 し,現 代中国農村 における同法の意義 と課題 を社会経済学の見地か ら明確 にす ることであ
る。なお,本 稿 末に 「農村土地請負法」の全文 を訳出 してお くので,本 稿で言及 しない同法の仔
細あるいは全体につ いては,そ ち らを参照 されたい。
1.「 農 村 土 地 請 負 法 」 の構 成
「農村土地請負法」 は,以 下の ように,全5章 全65条 で構成 され る。
第1章 総 則(第1条 ～第11条)
第2章 家庭請負(第12条 ～第43条)
第1節 請負委託方 と請負受託方 の権利 と義務(第12条 ～第17条)
第2節 請負の原則 と手続(第18条 ～第]9条)
第3節 請負期限 と請負契約(第20条 ～第25条)
第4節 土地請負経営権 の保護(第26条 ～第31条)
第5節 十地請負経営権の移転(第32条 ～第43条)
第3章 その他方式の請負(第44条 ～第50条)
第4章 争議の解決 と法律責任(第51条 ～第61条)
第5章 附 則(第62条 ～第65条)
同法一読後の筆者の印象は,同 法 には中改院が提 言して きた事柄*H*9*10*11の かな りの部分が
反映 されている,と い うものであった。 中改院の提言は,1980年 代か ら1990年 代 の農村で土地
の権利義務関係 をめ ぐって生 じていた実際の諸 問題 を整理 ・分析 した うえでな されて きたため
に9実 に説得力があった。それゆえ,全 国人民代表大会常務委員会の もとに組織 された 「農村十
地請負法」起草組 も,中 改院の提 言を積極的に採用 したのであろう*12。 したがって,同 法は,
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土地利用の効率化 と土地財産の保障 とい う2つ の 目的を実現す るうえで生 じている係争 と今後生
じるであろう係争にたい して,法 律 の形式上は相当程度対応で きるようになっていると判断 され
る。
2.「 農 村 土 地 請 負 法 」 の 検 討
それでは,検 討が必要 と思 われる 「農村土地請負法」の条文 をみてい くことに しよう。
囲 「土地請負経営権」 と 「土地使用権」の関係
第1条 は,同 法制定の 目的を明 らかに している。すでに,筆 者は,同 法制定の 目的は,土 地利
用の効率化 と土地財産の保障の2つ であると述べ たが,第1条 では,そ れを以下の4つ の文言で
表現 している。第一・は,家 庭請負経営 を基礎 とす る系統 的に分かたれた双層経営体制*13を 安定
かつ完全な もの とすること。第二は,長 期的かつ保 障を完備 した 「土地使用権」を農民 に付与す
ること。第三は,農 村の土地の請負 当事者の合法的利益 を保護す ること。第四は,農 業 ・農村経
済の発展 と農村社会の安定を促進すること,で ある。
ここでは,「 農村土地請負法」制定の 目的の第二にあげ られた文言 に注 目したい。「農村土地請
負法」制定の目的のひ とつが完全 なる 「土地使用権」を農民 に付与することにあるとは,す なわ
ち,完 全 なる 「土地使用権」 を農民 に付与す るため には,「 土地請負経営権」の確定 ・強化が不
可欠であ る,と い うことを意味 している*14。 中改院 は,長 期的かつ保障 を完備 した 「土 地使 用
権」 を農民に付与せ よとい う提言をこれまで一貫 して主張 してきたので,こ の文言が 「農村土地
請負法」 に採用 された こと自体 は とりたてて奇異な ことで はない。 しか し,「 農村土地請負法」
制定の 目的 として上述の点が掲 げられている以上,「 土地請負経営権」 と 「土地使用権」 の関係
については,若 干の解説 と検討 を加 えてお く必要があるだろ う。両権利 は,1987年1月 に同時
に施行 された2つ の法律 によって,現 代 中国の法体系のなかには じめて登場 した権利概念であっ
た*15。
1987年1月 時点における 「土地請負経営権」の根拠法 は,「 中華人民共和 国民法通則」(以 下,
「民法通則」と表記する)と 「中華人民共和国土地管理法」(以下,「土地管理法」と表記する)で あった
(1993年7月 以降になると,こ の2法 に 「農業法」が加わることになる)。 「民法通則」は,第80条 第2項
で,「 公民 ・集 団は,法 に基づいた集団所有地の請負経営権あるいは国家所有地で あるが集団で
使用する土地の請負経営権 について法律の保護を受ける」 と定めている。「民法通則」 とは,「 民
事立法におけるい くつかの共通の原則 ・制度 は単行法によって個別 に規定すべ きではない とい う
考えに基づ き」*16,後 に 「民法典」 を構成す るであろう法律 に共通する原則 ・制度のみ をと り
だ して(先 取りして)制 定された法律である(現 代中国の立法機関は,改 革開放路線への転換以後も,政
治 ・経済 ・社会の現状に即した 「民法典」の制定にむけて努力を重ねてきた。しかし,1982年5月,経 済体制
改革のさなかにある自国の現状において 「短期間に完備された民法典を制定することはできない」*17と いう
立場を明らかにし,民 事に関する諸々の単行法を個別に制定した後,そ れらを 「民法典」に統合していく方針
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を宣言したのである*18。なお,「民法典(草 案)」の初案は,2002年12月23日,第9期 全国人民代表大会第
31回 会議に提出されており*19*2〔},「民法典」は,十 分に審議を重ねたうえで,2010年 を目途に制定される予
定である)。他方,「 土地管理法」 は,第12条 第3項*21で,「 土地の請負経営権は,法 律の保護 を
受ける」 と定 めてい る。 「十地管理 法」 とは,国 家が国土全体 の管理 ・保護 ・開発 ・合理的利用
をすすめる目的で制定 した法律であ る。「土地の請負経営権」 は,こ の ように,ま った く異 なる
目的のために制定 された 「民法通則」 と 「土地管理法」 を根拠法 として,家 族農業経営 を支 える
権利 として成立 したのであった。
あらためて言及する まで もな く,本 稿で検討 され る 「農村 十地請負法」 は,「 民法通則」 第80
条第2項 と 「土地管理法」第12条 第3項(現 第14条 第1項)で 定め られ た 「土地の請負経営権」
を専門的に規定す るための法律 として,施 行 された ものである。同法は,「 民法通則」 と 「土地
管理法」の施行か ら16年 の歳月 を経て ようや く施行 されるに至った。 なお,「 農村土地請負法」
では,「 土地の請負経営権」(「土地的承包経営権」)を 「土地請負経営権」(「土地承包経営権」)と 表記
す るようになっていることをつけ加えてお こう。
これにたい して,1987年1月 時点における 「土地使用権」の根拠法は,「 十地管理法」のみで
あった。「土地管理法」は,第11条*22で,「 土地の所有権 と使用権 は,法 律 の保護iを受 け る」
と定めている。実は,「 十地管理法」 は,「 土地請負経営権」 と 「土地使用権」の2つ の権利 に言
及 した法律 であったのである。翌年4月 になる と,「 中華 人民共和 国憲法」(1982年12月 に新たに
制定された 「憲法」である。以下,「憲法」と表記する)も,「 土地管理法」 の根拠法のひ とつ に加 わる
ことになった*23。 「憲法」 は,こ の とき第10条 第4項 に,「 土地の使用権 は,法 律の規定 に基づ
いて譲渡する ことができる」 という一文 を書 き加 えた。 「憲法」 は,「 土地の使用権」が第三者へ
譲渡可能である ことを 「土地管理法」に先行 して認めたのであ る。 「十地管理法」で 「十地使用
権」の第三者への譲渡 を認め る条文が 第2条 第4項*24と して新 設 されたの は,同 年12月 の同
法改正時であった。
以上 で紹介 した ように,「 土地請負経営権」 と 「土地使用権」 はf「 民 法通則」 と 「十地管理
法」が施行 された1987年1月 以後,現 代 中国の法体系の なかに登場す るようになった。農業生
産責任制(「包産到戸」)の 導入か ら農家経営 請負制(「包幹到戸」)へ の移行 とともに成立 ・強化 ・
拡大 して きた農民の 「耕作権」 にはじまる諸権利 は,こ こに して ようや く,明 確な法律的根拠 を
与 えられたのであった。 しか し,両 権利の登場は同時に,新 たな問題 をもつ くりだす ことになっ
た。実 は,「 土地請負経営権」 と 「土地使用権」 のいずれに して も,明 確 な定義が与 えられてい
なかったために,現 代中国の法学者 と農業政策担当者 はそれぞれ,「 土地請負経営権」 と 「土地
使用権」はいったいどのような関係 にあるのか,ま た両権利のいずれを も侵害することな く農村
の土地問題 を処理す るには具体的 にどうすれ ばよいか,と いう疑問に突 きあた らざるをえな く
なったのである。現代中国の法学者 は,自 ら発 した問いかけにたい して,法 規内 と法規 間の整合
性 が失 われない ように何 らかの回答(解 釈)を 用意す る必要 に追 られ,基 層 の農業政策担 当者
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は,法 学者の 自問 自答 を遠 目に しつつ も,両 権利の存在を独 自の解釈 を交えなが ら農民 に理解 し
てもらう広報活動*25に 努め る必要に迫 られたのであった。
なお,「 土地請負経営権」 と 「土地使用権」の関係につ いて は,現 代中国の法学界では大別す
る と2つ の見解が示 されてお り,現 在 に至 るまで共通見解 をみいだす には至 ってい ない*26。 両
権利は,法 律 の文面をみるか ぎりでは,相 互補完関係 にあるとも上位下位 関係にあるとも解釈 さ
れて しまうのである。現代中国の法学者のあいだで 「土地請負経営権」 と 「土地使用権」の関係
について異 なる解釈が相対する理由は,両 権利 に明確 な定義が与 え られてい なか った ことに加
え,「 土地使用権」の成立時点か らの根拠法である 「土地管理法」それ 自体が農村公有地(集 団所
有地)の 権利義務関係 を確定 ・処理す ることよりも都市 国有地の権利義務関係 を確定 ・処理す る
ことを主眼として制定 されたか らであろう。都市国有地における権利義務関係の確定 と処理は,
都市行政府が1980年 代半ばに 「都市建設の財源確保 と国家財政の再建」 を図るため に従 来は徴
収 していなかった地代 を国有企業や集団所有企業 に求めてい く方針に転換 したことにさい して,
また外資企業(合 弁 ・合作 ・独資の 「三資企業」)へ の用地提供 をは じめ ることに さい して,早 急 に
対応を迫 られていた課題 であった*27*28*29。 「土地管理法」が都市国有地の権利義務関係の確定
と処理 を優先 していることは,「 土地使用権」の権 利義務関係 を具体的 に規定す る実施条例 の制
定 を約束 した同法第56条 に沿って,都 市 国有地の 「土地使用権」のみ に限定 された実施条例 で
ある 「中華人民共和国都市部国有地使用権の設定 と譲渡 に関する暫定条例」 を 「土地管理法」施
行か らわずか3年 余 り後 の1990年5月 に早々に公布 ・施行 させ たこ とにも垣 間み ることがで き
る。 これにたい して,農 村公有地(集 団所有地)の 「土地使用権」 をも包括 した実施条例 である
ド中華人民共和国土地管理法実施条例」が公布 されたの は,「 十地管理法」の施行 か ら約12年 後
の1998年12月,施 行 は翌年1月 であった。 こうした経緯 をみる と,「 土地管理法」における農
村公有地(集 団所有地)に 関す る規定 は,同 法の対象が現代中国の国土全 体 に及ぶ こ とが望 まし
い と考 えられた結果,形 式 を整える必要上か らつ くりあげ られた ものであるこ とを強 く印象づけ
るのである。
ともあれ,「 土地請負経営権」 と 「土地使用権」 の曖昧な関係 は,「 農村 土地請負法」 と並行 し
て審議 され,な お審議の途上 にある 「中華人民共和国物権法(草 案)」(以下,「物権法(草 案)」 と表
記する)か,あ るいは先述 した 「民法典(草 案)」 の 「物権篇」が採択 された段 階で,は じめて決
着す ることにな りそ うである*30。 「農村 土地請負法」の検 討 とい う本稿 の 目的か らは逸脱す る
が,ど のような内容の 「物権法(草 案)」が起草 されているかについて,こ れ までの経緯 をた ど
りなが らやや詳 しく紹介 してお くことに したい。
「物権法(草 案)」 の作成は,1998年3月,立 法機i関が9名 の民法学者 と専門家 か らなる民法起
草工作小組*31に 「物権法(草 案)」の起草 を付託 したこ とにはじまる。 しか し,民 法起草工作小
組 内では,作 成 されるべ き 「物権法(草 案)」 の構成 をめ ぐって当初 か ら意見 が対立 してい た。
民法起草工作小組 は,こ の対立 を小組 内で拙速に解消す る必要はない という判断のゆえか,1998
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年3月25日 か ら翌26日 にかけて行われた会議の場で,と くに対立する意見 を述べた2人 の人物
のそれぞれに 「物権法 嘩 案)」 の作成 を委ねることを決めた。2入 の人物 はそれぞれ,協 力者 と
ともに,「 物権法(草 案)」 を作成 していったのである*32。 一方の グルー プの 「物権 法(草 案)」
は,梁 慧 星(中 国社会科学院法学研究所教授)ほ か8名*33に よ っ て1999年10月 に提 起 さ れ
た*34*35。 もう…方 のグルー プの 「物権 法(草 案)」 は,王 利 明(中 国人民大学法学院教授)ほ か5
名*36に よって2000年12月 に提起 された*37。 梁慧星 は,前 者 を 「社科 院草案」,後 者 を 「人民
大学草案」 と呼んで いるので,本 稿 もこれ に倣 うことに したい。 ここでは,「 社科 院草案」 と
「人民大学草案」の相違点を 「土地請負経営権」 と 「土地使用権」へ の対応 とい う一点 に限定 し
て言及 してお くことにする。
「社 科 院草案」の特徴 は,3点 に絞 られ ていた。特徴 の第一は,第3章 の 第196条 か ら第229
条 を 「基地使 用権」,第4章 の第230条 か ら第259条 を 「農地使用権」(梁 慧星は,「農地使用権」
は,rE体 国民法の永小作権に相当する」と述べている)と い う権利 にあてていたことである。「基地使
用権」 は,「 他 人が所有する土地に建築物 あるいはその他の付着物 を建造 して所有す るために他
人の土地を使用す る権利」(第196条),「 農地使用権」は,「 栽培,養 殖,牧 畜等の農業 目的で 国
家あ るいは集 団が所有する農用地 について占有,使 用,収 益 をなす権利」(第230条),と 定義 さ
れていた。現在の 「土地管理法」は,第4章 の第31条 か ら第42条 で耕作 地について,第5章 の
第43条 か ら第65条 で建設用地 について規定 してい るが,第3章 の第17条 か ら第30条 で土地利
用全体計画を定めている ように,非 農用地の 「土地使用権」 と農用地のそれ とを質的 に区別 して
いない。 しか し,「社科院草案」は,非 農用地の 「土地使用権」 を 「基地使用権」,農 用地の 「十
地使用権」 を 「農地使用権」 として区別 し,そ れぞれに異なる性質 を与 えていたのである。特徴
の第二は,第236条 で 「農地使用権」の最長設定期限を50年 と定め,さ らに第252条 でその 自
動的延長 を認める条文 を設けてい たことである*38。 「社科 院草案」 は,「 農村土地請負法」 の規
定 よ りもはるかに強い権 利 を農地使用権者 に与 えて いた といえよ う。特徴 の第三 は,244条 で
「農地使用権者は土 地を請負にだ して他人 に経営 させ るこ とがで きる」(傍 点 筆者)と 定 めて
いた ように,現 在の 「土地請負経営権」は,農 地使用権者 と農業経営 を代行す る第三者 とのあい
だで結 ばれる請負契約に基づいて発生す る農業経営代行者の権利 として位置づ けるつ もりであっ
た と推 察 され るこ とであ る*39。 こ う した 「社科 院草案」 の 「土地請負 経営権」 と 「土地 使用
権」にたいす る対応 の背景 には,農 村 の土地 に関する 「現行法律 ・法規*40の 相互不協調 ・重複
規定 ・相互抵触」 判1を 解消す る狙い と一部地方で実際 に行 われてい る措置*42を そのま ま肯定
しようとい う狙い とがみて とれた。 したがって,「 社科 院草案」 を骨格 にした 「物権法(草 案月
が採択 されることになれば,「 土地管理法」 と 「農村土地請負法」の位置づ けは,「 物権法」体系
のなかで前者が 一般法,後 者が特別法 として確定されることになったといえる。
これにたい して,「 人民大学草案」 は,「 社科院草案」 とは大 きく異 なる構成 をとっていた。
「人民 大学草案」 は,「 用益物権」 について規定 した第3章 第1節 の第233条 か ら第270条 を 「土
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地使用権」,同 第2節 の第271条 か ら第297条 を 「農村土地請負経営権」,同 第3節 の第298条 か
ら第309条 を 「宅地使用権」 にあてていた。「人民大学草案」では,「 土地使用権」 は,「 開発利
用,生 産 ・経営,社 会公益事業を 目的 として国家所有地 と集団所有地に建築物 およびその他付着
物 を建造 し占有,使 用,収 益 をなす権利」(第233条),「 農村土地請負経営権」は,「 栽培,放 牧
等の農業生産 を目的 として集団所有地 について占有,使 用,収 益 をなす権利」(第271条),「 宅地
使用権」は,「 都市 と農村の居住者が国家所有地あるいは集団所有地 に住居 を建設 して居住 する
権利」,と 定義 していた(第298条)。 また,「 人民大学草案」は,「 土地使用権」,「農村土地 請負
経営権」,「宅地使用権」 の最長設定期限について も,そ れぞれ異 なる年数 を設定 していた。「土
地使用権」は,国 家所有地 と集 団所有地で区分 され,前 者 は 「土地管理法」等の規定に倣 うので
現行では30年,後 者 は契約当事者の協議 によって随意 の年数 となってい た(た だし,永 久は不可
とされていた)(第241条 ・第243条)。 「農村土地請負経営権」 は,50年 であった(第274条)。 「宅地
使用権」の最長設定期 限は,と くに定め られていなか った。「人民大学草案」では,権 利 の定義
お よび最長設定期限の相違か ら明 らかな ように,「 土地使用権」,「土地請負経営権」,「宅地使用
権」 は,土 地利用 の目的によって明確 に区別 された権利概念 となっていたのである。王利明 とか
れ とともに 「人民 大学草案」の起草 にあたった房紹坤(姻 台大学法学院教授)に よる と,「 人民大
学草案」が 「土地使用権」 と 「土地請負経営権」 を並列する理由は,現 代中国ではこれ まで農家
経営請負制を定着 させ安定 させるための一連の政策 と法律 を数十年 にわたって実施 ・施行 してき
てお り,「土地請負経営権の概念 を取 り消す ことは,こ れ までの一連の制度 を完全 に廃止す るこ
とに等 しく,実 践のなかではおそ らく不可能である」*43*44,と 考 えたためである。要す るに,
「人民大学草案」は,度 重 なる権利概念の変更は,農 村 に無用の混乱 を もた らす危険性が高いゆ
えに,両 権利 を並列す る形態 をとらざるをえなかった とい うのである。
その後,2つ の 「物権法(草 案)」 は,法 制工作委員会民法室 で検討 され,草 案 の一本化がはか
られた。一本化 された草案 は,「 法工委民法室草案」 として2001年5月22日 か ら29日 にかけて
開催 された物権法専 門家討論会で提起 されている。「社科院草案」の提起か らは1年7ヵ 月後,
「人民大学草案」の提起か らは5ヵ 月後の ことであった*45。 梁慧星が紹介 してい る 「法工委民法
室草案」の構 成 をみる と,「法工委民法室草案」 における 「土地使用権」 と 「土地請負経営権」
の位置づけは,「 人民大学草案」 を踏襲する ものであった。「法工委民法室草案」では,第5章 の
第98条 か ら117条 が 「土地請負経営権」,第6章 の第118条 か ら139条 が 「建設用地使用権」,
第7章 の第140条 か ら150条 が 「宅地使用権」 にあて られてお り*46,農 地 に関 して は 「土地使
用権」 と呼ばれる権利概念 は存在 しなかった。現在,農 地にも設定 されうる 「土地使用権」 は,
「土地請負経営権」 と統合することで独立 した権利概念 ではな くなった ということであろう。 ま
た,権 利の最長設定期限 につ いて は,「 社科院草案」(「農地使用権」)と 「人民大学草案」(「農村土
地請負経営権」)の いずれ もが50年 と規定 していたが,「 法工委民法室草案」(「土地請負経営権」)で
は30年 に短縮 されていた と聞 く。農民の 「土地財産権」の保護 とい う観点か らいえば,後 退 し
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ているように思われ るか もしれ ないが,実 際はかならず しもそ うではない。 この点 については,
「農村土 地請負 法」 に定め られた請負期 限の上 限について検討 する さいに言 及す ることに した
いo
もっ とも,こ の 「法工委民法室草案」 は,「 物権」 につ いての定義 を欠いていた等の指摘 をは
じめ,多 くの批判 を浴びたこ ともあ り,お よそ半年 を要 して大 きく改 め られた。 「法工委民 法室
草案Jは,「 物権法(草 案)」 を起草 して きたいず れにとって も,こ れまで議論 されて きた 「物権
法(草 案)」 をふ まえたうえで提起 された ものには映 らなか ったのであろ う。大 幅に修正 された
「法工委民法室草案」は,2001年 末か ら2002年1月 にか けて 「物権法征 求意見稿」 と して各大
学法学 院,人 民法 院,国 務 院各部門に配布 された*47。 法制工作委員会民法室 は,関 係各所 の意
見 を再 び求めたのである。ただ し,「物権法征求意見稿」で も,「 土地使用権」 と 「土地請負経営
権」の位置づ けは,「 法工委民 法室草案」 と同様であった。権利の最長設定期限 について も,同
様 である と聞いてい る。 ともあれ,こ う した草案の と りまとめの方向 か ら察す るに,「 物 権法
(草案)」 の最終案の もとでは,両 権利が同一の土地の うえに同時 に発生す る とい う事態 はほぼ確
実 に回避 され るようである。 くり返 しいえば,「 土地使用権」 は,非 農業(社 会公益事業を含む)
を目的 とす る土地の利用 にさい して発生 し,「 土地請負経営権」は,農 業を 目的 とする土地の利
用にさい して発生す ることになる。現在,法 制工作委員会民法室は,「 物権法(草 案)」作成の最
終作業 を引 き続 き行 っている とい う。
圏請負期限の上限
それでは,「 農村 土地請負法」 に限定 した検討 に戻 ることに したい。「農村 土地請負法」第20
条 は,請 負期 限について規定 している。耕地 ・草原 ・林地の うち,耕 地のみについていえば,請
負期 限の上限 は30年 とされ,中 国共産党 中央委員会 と国務院の1993年11月 の指示 ・通 達*48
で定め られた期 間を 「土地管理法」 と同様 に踏襲す るにとどまった(草 原の請負期限の上限は30年
から50年,林 地の請負期限の上限は30年 から70年 である)。 この点は,「 物権法(草 案)」 お よび 「民法
典(草 案)」 の 「物権 篇」の動向 と軌 を一に していた と思 われる。中改 院が提 言 して きた請負期
限の さらなる長期化,「 少な くとも50年,ひ いては70年,100年 」*49と は,大 分かけ離 れた結
果になった とい える。2002年11月 に他界 した全 国人民代表大会農業 ・農村委員会副主任兼 「農
村土地請負法」起草指導小組組長であった柳随年 によれば,草 案では当初,「 少 な くとも30年 」
(傍点 筆者)と 規定 され,集 団経 済組織*50が 請負期限を30年 以上 の長期で設 定で きるように
規定 に幅が もたせ らされていた とい うX51。 しか し,こ の幅 は,請 負期限が際 限な く拡大 される
事態の発生を懸念す る関係者の反対によ り,中 華人民共和国第9期 全国人民代表大会常務委員会
第29回 会議 に提 出される段 階では削 られることになった*52。
そ もそ も30年 という請負期限 は,ひ とたび耕地 を請け負った農民が少 な くとも現役で農業 を
営 むあいだ,同 一耕地での経営が可能 となる ように配慮 して設定 されたものである。 しか し,30
年 とい う請負期 限は,そ の反面 では,所 有権者である集団経済組織が30年 をひと区切 りにして
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土地請負経営権 者 を変更 しうる権利 を保有 している とい うこ とで もある*53。 「農業法」 は,第
13条 第2項 で,請 負地 を経営す る農民あるいは各種団体 は,請 負契約が満期 を迎 えた ときにそ
の請負地 を優先的に請け負える権利 を有する と定めているが,実 際,こ の条文が空文 と化 してい
る場合は多い といわなければならない。 したが って,こ の30年 とい う請負期限にたいす る評価
は,立 場 をどこにお くかによって大 き く異なって しまうのである。
察す るに,請 負期 限を従来 どお り30年 とするか,あ るいはそれ以上 に延長するかは,「 農村 土
地請負法」起草組でも相応の時間を割いて議論 された難問であったに違 いない。少な くとも今世
紀半 ばまでは増加 の一途 をた どるであろう農村労働力人口の農村 の土地 にたいす る圧力の強大 さ
を勘案す ると,集 団経済組織が村 民全体の請負地配分 を30年 後の請負契約更新時で調整す るこ
とは,就 業構造の転換が着実にすすむ と予想 される地域 を除 き,ほ ぼ不可避 である といわざるを
えない*54。 それゆえ,30年 を超 えた請負期 限の設定 は,「 農村 土地請負 法」起草指導小組 で も
最終的に撤回す るしかなかったのであろう。新規労働力人口の大部分が農外産業に雇用を確保 し
ていかないか ぎり,農 民のすべてが現行の請負契約 を数十年後に無条件で更新することは物理的
な困難 をともなう。農民1人 あた り請負面積 は,人 口圧力によって,否 が応で も減少 していかざ
るをえないか らである。 とはいえ,他 方では,農 民の 「十地財産権」を強化 した うえで 「土地請
負経営権」の移転 を期待するため には,30年 の請負期限では短す ぎる という想い も同時 に よぎ
る。土地を請 け負 う農民の多 くは,こ の第20条 の規定によって,30年 後に請負地 を縮小(一 部
返還)す るこ とに同意せ ざるをえない。現時点で土地 を請け負っている農民の多 くは,30年 後 に
請負地が縮小(一 部返還)さ れる とい う前提の もとで,農 業経営に従事 してい るのであ る。農業
収入 を軸 にして経営 と生計を維持 してい くこ とは,農 民の多 くに とってもはや許 されない行為 に
なっているのである。
こうした難問にたいす る妥協点が,草 案の段階でみ られた 「少 な くとも30年 」 とい う表記 で
あった といえる。 しか し,前 述の ように,「 少 な くとも」 とい う表記 は,採 択 された 「農村土地
請負法」の条文では削除 されてお り,単 に 「30年」 とい う表記がなされてい るにす ぎない。
■請負方法の差別化
第3条 第2項 は,第2条 で規定 され た農村 の土地(耕 地 ・林地 ・草原 ・その他)を 通常の土地 と
四荒地(荒 れ山 ・荒れ溝 ・荒れ斜面 ・荒れ干潟)と に分け,前 者で は家庭請負方式 を実施 し,後 者で
は入札 ・競売 ・公開協議等の方式で請け負 わせ ることを指示する条文である。
さきの柳随年は,通 常の土地で家庭請負方式を実施する理由は,国 家が農家にたいす る社会保
障の意味合 いを強 くうちだ しているためである と説明 している。国家 は,公 平の実現を第一に考
え,通 常の土地で家庭請負方式 を実施する,と いうのである。他方,柳 随年 は,四 荒地 で入札 ・
競売 ・公開協議等の方式を実施す る理由は,国 家が効率の追求を第一 に考えているためであると
説明 している*55。 柳随年の説明 は,あ ま りに も簡単 な ものであるので,以 下では,こ の柳 随年
の説明を補足 してお くことにする。
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通常 の土地で実施 される家庭 請負方式は,第15条 の規定に よって,契 約当事者 を集団経済組
織内の農家に限定 している。要す るに,そ の村 に戸籍 をもつ者のみが集団経済組織 とのあいだで
土地の請負契約 を締結で きる,と いうことであ る。逆 をいえば,そ の村 に戸籍 をもたない者や村
外の各種 団体は,そ の村の土地を請け負 うことはで きない,と い うことになる。他方,四 荒地で
実施 される入札 ・競売 ・公開協議等の方式は,第47条 と第48条 の規定にみるように,契 約当事
者 を集団経済組織 内の農家 に限定 していない。「当該集団経済組織以外の各種団体あ るいは個
人」 にたい して も,広 く機会 を与えているのである。請負契約 は,入 札 ・競売 ・公開協議 のいず
れに しろ,請 負費の最高額 を提示 した各種 団体あるいは個人 と結 ばれ る(請 負費その他の条件が同
等の場合,第47条 の規定に基づき,村 に戸籍をもつ者が優先される)。集団経済組織 は,四 荒地の請負費
収入を競争原理を通 じて最大化で きると同時に,四 荒地の開発 を請け負わせる ことによって耕地
面積の拡大 を促す こともで きる。 また,都 市近郊の集団経済組織 は,請 負地の耕作 を希望す る構
成員農家が少ないために,全 国的にみれば農業人口にたいする耕地の割合が低いにもかかわ らず
多 くの耕地の経営が放棄 され四荒地 と化 しているという現状 を当該集 団経済組織以外 の各種団体
あるいは個人 に四荒地を請け負わせ ることを通 じて打 開することがで きるのである。これ らの点
が,柳 随年のい う効率の追求を第一に考えるという意味である。
睡 「物権」的 「土地請負経営権」 と 「債権」的 「土地請負経営権」の設定
集団経済組織 と個人あるいは各種 団体 とのあいだの請負契約に よって生 じる 「土地請負経営
権」は,請 負方式が通常の耕地 と四荒地 とで異なることに関係 して,異 なる性質をもつ2つ の権
利 として了解 されることになった(柳 随年は,草 案を審議していた過程で,通 常の土地で実施される家庭
請負方式のもとの 「土地請負経営権」は,「物権」的保護を受け,四 荒地で実施される入札 ・競売 ・公開協議
等の方式のもとの 「土地請負経営権」は,「債権」的保護を受ける,と いう 「農村土地請負法」起草指導小組
の見解を発表している*56)。
通常の土地で実施 され る家庭請負 方式 に基づ く 「土地請負経営権」 は,第2章(第 ユ2条～第43
条)の 諸規定 によって,「 物権」的扱 いを受 けることを実質的に明確 に して いる。 た とえば,第
16条 は,請 負受託方が有す る権利 を明記 した条文であ り,そ の(1)と して,「 法に基づ く請負
地の使用 ・収益 および土地請負経営権移転の権利」 と 「生産 ・経営を自主的に組織 し生産物 を自
主的に処理す る権利 を有する」 と定めている。また,後 段の第26条 か ら第31条 では,「 土地請
負経営権の保護」 に関 して規定 し,請 負期 限と して定め られた最長30年 以 内における行政 によ
る回収や調整 を禁 じると同時に(第26条 ・第27条),「 中華人民共和 国相続法」の規定に基づいた
相続 も認めている(第31条)。
他 方,四 荒地で実施 され る入札 ・競売 ・公開協議等の方式 に基づ く 「土地請負経営権」は,第
3章(第44条 ～第50条)に よって 「債権」的扱 いに とどまることが明 白である。四荒地で実施 さ
れ る入札 ・競売 ・公 開協議等の方式に基づ く 「土地請負経営権」 は,法 に基づいて同権利 を移転
で きる権利(第49条)と 請負契約者が契約半ばで死亡 したさいに請負契約者の相続人が請負契約
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を継続で きる権利(第50条)を 家庭 請負 方式 に基づ く 「土地請負 経営権」 と同様 に認 めてい る
が,そ れ ら以外 には 「土地請負経営権」 を保護する条文をと くに設けていない。 この点か ら,柳
随年が草案の審議途上で示 した 「農村土地請負法」起草組の見解の とお り,家 庭請負方式 に基づ
く 「土地請負経営権」が 「物権」的扱いを受けるのにたい して,入 札 ・競売 ・公 開協議等の方式
に基づ く 「土地請負経営権」 は,「 債権」的扱 い を受け るにとどまる ことが理解 しうるのであ
る。
囮係争の処理
第51条 か ら第61条 は,「 十地請負経営権」 をめ ぐる係争 を処理するための条文である。「土地
請負経営権」 をめ ぐる係争 は,基 本的に民事扱い とな り,契 約 当事者間で係争が生 じ協議 によっ
て解 決で きない場合 は,村 民委員会や郷(鎮)人 民政府等 の調停に よる解決 を請求 した り,農 村
土地請負仲裁機構 に仲裁 を申請 した り,あ るいは人民法院に直接提訴する ことによって裁決を仰
ぐことになっている。
従来,「 土地請負経営権」をめ ぐる民事 ・刑事上の係争 を処理する法規 は,皆 無であった。「土
地請負経営権」 と密接 な関係 にある 「十地使用権」 をめ ぐる民事上 ・刑事上の係争の処理 につい
ては,「 土地管理法」が条文 を若干設 けてお り,こ れ ら条文の範 囲内で対応 で きる ものは処理 さ
れていた。 また,「 土地請負経営権」 をめ ぐる民事上 ・刑事上 の係争で も,「 土地管理法」 におけ
る 「土地使用権」 に関す る条文 の援用が利 くものは,同 様 に処理 されていた と思われ る。 しか
し,「 土地管理法」 は,さ きに述べた ように,国 家が国土全体の管理 ・保護 ・開発 ・合 理的利用
をすすめる目的で制定 した法律 である。当然,「 土地管理法」 は,農 民の 「土地財産権」 を保護
するという視点か ら法律責任 を規定 してきたわけではない。 したが って,農 民の 「土地財産権」
としての 「土地使用権」あるいは 「土地請負経営権」が侵害 されたときに 「十地管理法」が どれ
ほ ど効力 を発揮 したか といえば,ほ とんどなかった と答 えなければならないであろう。そ して,
法規に よる規定が ない以上,「 土地使用権」 と 「土 地請負経営権」についての民事上 ・刑事上の
係争の大部分 は,村 民委員会 ・郷(鎮)人 民政府 ・県人民政府な どの行政部門や県人民法院な ど
の司法部門によって,そ の都度審判 され る以外 に方法 はなか った*57。 そ こに担 当者の主観が入
り込む余地が大 きかったことは,あ らためて指摘す るまで もないであろう。
これ にたい して,「 農村 土地請負法」 は,農 民の 「請負地経営権」 ・ 「農産物処分権」 ・ 「相
続権」等の保護 を目的に した条文 を有す るだけではなく,そ れらの権利が侵害 されたときの対応
も明記 している。第54条 は,請 負受託方が法に基づ いて有す る生産 ・経営の 自主権 に干渉する
行為,本 法の規定に違反 して請負地 を回収 ・調整す る行為,請 負受託方が 「土地請負経営権」の
移転 を行 うことを強要 した り阻止 した りする行為,少 数は多数 にしたが うことにか こつけて請負
受託方に 「土地請負経営権」 の放棄あるいは変更を迫 り 「十地請負経営権」の移転 をすすめる行
為,「 口糧 田」*58と 「責任 田」*59等 を区分するこ とを理由に請負地を回収 して請負 の入札 を行
う行為,請 負地 を借金の代わ りに回収する行為,女 性が法 に基づいて有す る 「土地請負経営権」
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を剥奪 ・侵害す る行為,そ の他 「十地請負経営権」を侵害す る行為,を 禁 じ,こ れ に反 した場
合,請 負委託 方は,「 侵害の停止,現 物 の返還,原 状の回復,妨 害の排 除,危 険の除去,損 失の
賠償等の民事責任を負わなければならない」 と定めている。
3.「 農 村 土 地 請 負 法 」 の課 題
最後 に,「 農村土地請負法」の課題 を指摘 してい くことに したい。
圏 「土地請負経営権」 と 「土地使用権」の関係
先述 した ように,「 土地請負経営権」 と 「土地使用権」の関係 は,目 下の ところ,判 然 として
いない。両権 利の関係 は,「 物権法(草 案)」 が採 決 された段 階で決着 す るか たち になるであ ろ
う。筆者 は,法 理論的整合性 を追究す る能力 に欠けるために,こ れ以上現行の問題点 を指摘す る
ことは慎みたい。ただ し,農 村 の現状 を文献か ら整理 したか ぎ りにおいては,「 人民大学草案」
が危惧す るような意味での混乱 は,農 村では生 じない と思われる。現在,請 負契約 に基づいて土
地請負経 営権証 と土地使用権証のいずれ もが請負農民 に同時に発給 され る事例 は,皆 無 に等 し
く,請 負契 約 の当事 者双 方 は,ど ち らか一 方の発 給 を もって契 約 手続 の完 了 とみ な してい
る*6U。 また,省 ・自治区 ・直轄市 の人民代表大会常務委員会が 「農業法」や 「土地管理 法」等
の法規 に基づ いてすでに施行 している請負契約 に関す る実施規則の多 くは,「 土地請負経営権」
と 「土地使用権」 を同 一の もの として規定 しているようにしか読めない。 こうした事実か らは,
「土地請負経営権」 と 「十地使用権」は,請 負契約の当事者のあいだで は戴然 と区別 されるこ と
な くsむ しろ盾の両面の ように分かちがたい同一の権利 として受容 されている可能性が高い,と
い う結論が えられ る。確かに,請 負契約 を結ぶ当事者のあいだでは,法 規問の整合性 を問う必要
は微塵 もない。
ところでz中 改院は,従 来か ら 「請負使用権」 と 「経営使用権」 とい う2つ の権利概念 を新 た
に設定す ることによって,「 土地使用権」 と 「土地請負経営権」 との関係 を清算 して しまお うと
い う建議 を行っている*61。 建議の内容は,以 下のとお りである。
「請負使用権 は,集 団構成員の身分 と密接 に関係する。農村 の集団構成員 の身分 を有すれば,
平等 な土地請負 〔使用権一 引用者〕権 を獲得 で きる」。「農民が獲得 した ものは,物 権 であ り,伝
統 的意味での債権ではない」。他方,「 経営使用権 という概念は,土 地の流動化のために設けられ
た ものであ る。 この2つ の概念は,土 地の流動化 が進展す るなかで分離 して きた。 この うち,
〔土地〕使用権 は請負使用権,経 営使用権 は土地利用権 を指 している。 しか し,実 際に 〔土地〕使
用権が長期不変 とされるなかで農民の土地の流動化が進展 して,土 地請負経営権 も長期にわたっ
て譲渡 されるようにな り,そ の含意 も拡大 してきている。土地請負経営権 は,単 なる土地の利用
権 にとどまらず,譲 渡期限内において土地利用,収 益分配,部 分的処分の権利 を有す るべ きであ
る。それゆえ,経 営使用権 もまた,物 権的性質 を帯 びる」。
中改院の建議 を整理する と,請 負委託方である農村 集団経済組織 あるいは村民委員会 と請負受
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託方である個人あるいは各種団体 とが請負契約を結んだときに発生する請負受託方の権利 を 「請
負使用権」 とし,請 負受託方(土 地請負経営権者)が 「請負使用権」を有す る請負地 の経営 を自ら
行 わず第三者 に委ねた ときに発生す る経営代行者 の権利 を 「経営使用権」 とす る,と い うもので
ある。中改院の建議 は,請 負契約 に よって請負受託方に特定の権利 が生 じる とい う点では,「 農
村土地請負法」の規定に合致 しているが,請 負受託方(土 地請負経営権者)が その権利 を行使せず
に経営 を第三者 に委ねた ときにその第三者に別種 の権利が生 じるとい う点 では,「 農村土地請負
法」 の規定 よ りいっそ うふみこんだ内容 になっている。
「農村土地請負法」の もとでは,請 負受託方(土 地請負経営権者)は,第 三者に農業経営 の代行
を委託 したとしても,「 土地請負経営権」を譲渡 しないか ぎり,そ の第三者 にたいする圧倒 的な
法的優位 を失 うことはない。農業経営 を代行す る第三者が契約の更新 を願いでた として も,そ れ
を許諾するか否かは,請 負受託方(土 地請負経営権者)の 判断のみに委ね られるかたちになってい
るのである。 この点は,経 営 を代行す る第三者が商社 などの営利企業である場合 には大 きな意味
をもつであろう。 しか し,こ の第三者が請負受託方(土 地請負経営権者)と 同様 に農民 ない しは農
民集団であった場合(「 農村土地請負法」のもとでは,む しろこうした場合が圧倒的になると予想される)
は,少 なか らず問題を生 じさせる。 この問題 を農業経営に とって必要不可欠な行為 である地力の
維持 と向上 とい う視点か ら考 えてみることに したい。
多 くの産業 に共通 していえることであるが,と りわけ農業では,長 期 にわたって経営 を存続で
きるという前提があってはじめて,良 好な経営にたいす る誘 因が強 くはた らく。 こうして,長 期
的展望を有す る農業経営 は,地 力収奪型経営 に陥 らずにす むのである。「農村 土地 請負法」 第43
条には,「 請負受託方 は,請 負地 に投入 して土地の生産力 を高 めた ことにたい して,土 地請負経
営権 を法 に基づいて移転するときに相応の補償 を獲得す る権利 を有する」 と定められているが,
第三者が農業経営の代行 を終 えた後,当 該請負地 を請負受託方(土 地請負経営権者)に 返還す るさ
いに考慮 されるべ き第三者の地力向上にたいす る補償については,い っ さい規定 していない。そ
れゆ え,「 農村土地請負法」の規定が遵守 されてい った として も,請 負受 託方(土 地請負経営権
者)が1年 ない し数年単位で経営代行者 を変更するような契約 を第三者 とのあいだで結 んでい く
場合,当 該請負地の地力が長期 にわたって低下 してい く危険が発 生す るこ とを未然に防ぎえない
のである。 したがって,筆 者 は,地 力の維持 と向上 とい う点 に鑑みて,請 負受託 方(土 地請負経
営権者)が 「土地請負経営権」 を保有 したまま農業経営 を第三者 に委ねた とき,そ の第三者 にも
一定程度の排他的権利が生 じると規定 してお く必要 を認め るのである。
請負地の経営 を代行する第三者の排他的権利 を一定程度認めてお くことは,国 家の食糧政策に
とって も積極的効果 を もた らす と予想 され る。す でに,「 農村 土地請負法」は,「 土地請負経営
権」 を 「物権」的 「土地請負経営権」 と 「債権」的 「土地請負経営権」 とで構成す ることを了解
しているのであるか ら,こ の第三者 の権利 を第三者が農民個人ない しは農民集団の場合 と商社 な
どの営利企業の場合 とに区別することを了解 しても差 し支えない と思われる。前者の場合,第 三
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図1農 産 物 の 実 質 生 産 者 価 格 指 数(1978年=100)
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注 実質生産者価格指数=農 産物買付価格指数/農 村小売物価指数
資料 国家統計局 『中国統計年鑑』(2001年 版)中 国統計出版社,goal年,282,295～296頁 。
者は,中 改院の建議でい うところの 「経営使用権」 の行使 を もって請負受託方(土 地請負経営権
者)の 「請負使用権」 の濫用に対抗す ることがで きるようになるのである。
國請負期限の上限
耕地 の請負 期限の上限 を…律30年 に した ことは,前 述 した よ うに,や むをえない と思 われ
る。 この問題は,今 世紀半ばをす ぎて農村労働力人口が減少 に転 じた とき,あ らためて検討 し直
せばよい。 したが って,「 農村十地請負法(草 案)」 が当初耕地の請負期 限の上限 を少 な くとも30
年 とした り,「物権法(草 案)」 が当初 「農地使用権」 あるいは 「農村十地請負経営権」 の上 限を
50年 として さらにその 自動 的延長 をも認 め ようとしていたことは,や は り時期 尚早 であった と
いわざるをえないだろ う。
筆者が当初請負期限の上限の延長 に関 して危惧 していた点 は,立 法関係者が楽観的な農村労働
力人口の推計 に基づいて法案 を作成 していたのではないか,と いうことにとどまらなかった。邪
推 にす ぎたと思われるか もしれ ないが,実 は筆者 は,「 農村土地請負法(草 案)」 が当初耕地の請
負期 限の上限 を少 な くとも30年 とし,「 物権法(草 案)」 が 当初 「農地使用権」あるいは 「農村
土地請負経営権」の上限を50年 と して さらにその 自動的延長 をも認め ようとしていた とい う背
景には,新 規農村労働力が是が非に も非農業部門で雇用機会 をみいだ さざるをえない ように,新











資 料 国 家 統 計 局 『中 国 統 計 年 鑑 』(1990年 版)中 国 統 計 出 版 社,1990年,313頁 。
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る政策的意図が隠されていたように思 えてな らなかった。
図1に 示 される ように,農 産物 の実質生産者価格指数は,1990年 代後半以 降,長 期低 落傾 向
を示す ようになってきてお り,2000年 には,集 団農業経営時代末の水準 に回帰 して しまってい
る。生産量が消費量 を超過 し,農 家が豊作貧乏 に直面するようになっている一方 で,相 対的に高
価 にな りつつある農業投資財や耐久消費財 を消費する経営 と生活の様式が農村 にも定着 しはじめ
ているためであろう。 この点は,図2と 図3で いっそう明 らかである。図2か らは,所 得源泉 に
占める農業の比重が近年低下 しつつあるようすが看取 され,図3か らは,都 市 と農村の1人 あた
り所得格差がほぼ一貫 して拡大の一・途 をた どっていることが 明瞭 となる*62。 こうした基礎 的マ
クロ統計か らは,農 業に見切 りをつけて非農業に雇用機会を求め ようとす る農民が潜在的 レベル
では圧倒的であることが窺 える。確 かに,こ うした統計的事実 を前提 とした場合,「 農村土地請
負法(草 案)」 と 「物権法(草 案)」 の当初の対応 は,何 よ りも農村の要求 に合致 していた,と 考
えることもで きたであろ う。 しか し,こ うした議論 は,非 農業部門が農業部 門か ら排 出される労
働力のすべての受け皿 にな りうることを仮定 していたのであ る。実際,非 農業部門が農業部門か
ら排出 される労働力 のすべ ての受け皿にな りうるとい う保障は,ど こに もなか った(現 在 中国
農村には,1億5000万 人から2億 人の潜在的失業者がおり,今 後の離農者数は,毎 年100万 人単位で生 じると
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図3都 市 と農村の1人 あたり所得格差
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も1000万 人単位で生じるともいわれている)。 ともあれ,「 農村土地請負法」 と 「物権 法(草 案)」 ある
い は 「民法典(草 案)」 の 「物権篇」が 「土地請負経営権」 の上限 を30年 と したこ とは,適 切 な
判断であったとい うしかない。
國請負方法の差別化
筆者 は,通 常の十地 と四荒地 とで請負方法 を差別化す ることについて全面的 に賛同 している。
したが って,こ の点 については,課 題 として指摘 しうるものはない。
騒 「物権」的 「土地請負経営権」 と 「債権」的 「土地請負経営権」の設定
筆者 は,「 物権」的 「十地請負経営権」 と 「債権」的 「土地請負経営権」の設定につ いて も,
請負方法の差別化 と同様 に全面的に賛同 している。
羅係争の処理
係争の処理 につ いては,第51条 と第52条 に登場 している 「農村土地請負仲裁機構」に仲裁 を
委ねる点に問題がある ように思 える。第51条 には,係 争当事者双方の協議 あるいは村民委員会
と郷(鎮)人 民政府等の調停で事態の収拾がつかない場合,人 民法院への提訴 と並ぶ手段 として
「農村土地請負仲裁機構」 に仲裁を求めることがで きるとある。 ここでいう 「農村 土地請負仲裁
機構 」 とは,す でに省 ・自治区 ・直轄市の人民代表大会常務委員会で制定 されてい る請負契約の
仲裁規定に基づ いて各級農村行政主管部 門に設置 されている機関であろう。 しか し,こ れ らの機
関は,独 立性 と中立性 において多 くの問題 を有 してお り,そ の仲裁能力は疑わ しい。この点 は,
土地 をめ ぐる紛争の多 くが法規の不備によって生 じているのではな く,法 規が実効性 に欠けるた
めに生 じてい る,と い うことと無縁 ではない。筆者 は,「 農村土地請負法」に 「農村土地請負仲
裁機構」の独立性 と中立性 を担保する条文 を設 けてお く必要 を認めるのであ る。
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以上,本 稿 は,2002年8月29日 に採択 され2003年3月1日 に施行 されたばか りの 「農村土
地請負法」 の検討 を試みた。その結果,筆 者は,「 農村 土地請負法」が 冒頭で紹介 した土地利用
の効率化 と土地財産の保障 という2つ の 目的を達成するうえで法律の形式上は十分に考慮 された
ものであるという結論 に達 した。 もちろん,「 農村土地請負法」 には,法 律の形式上 において も
なお検討すべ き若干の課題が残 されている。 とはいえ,こ うした課題の大部分 は,同 法以外 の農
村 の土地 に関す る法規 との整合性 にあ り,そ の答は,「 農村 土地請負法」 のみ に求め られる もの
ではない。それ らの課題 は,「 物権法(草 案)」 が採択 された時点で解消 されると思われる。
もっとも,「 農村土地請負法」が土地利用の効率化 と土地財産の保障を同時 に実現す る ように
なるのは,長 い苦難の道程 を歩んだ後であることを念のため最後 に明言 してお く。 この2つ の 目
的は,農 村 に大量の潜在的失業者が滞留 している現状では,同 時 に実現 されることはない。 どち
らか一方 を早急に実現 しようとすれば,残 る一方の実現 はな しえな くなる。「三農」問題へ の対
応が課題 となっている現在では,当 面のあいだ土地財産の保障 こそが優 先 され るべ き事柄 であ
る。土地利用の効率化 を急 ぐために政治力 を不 当に行使することは,何 をさしおいても避 けなけ
ればな らない。
現 に,経 済の先進地域では,農 村の十地請負契約 は,法 規の制定 と実施 に奮 闘 してい る関係者
の努力に先行 して,大 きな地域差 をともないなが らも,徐 々にある種の定型 をな しつつある。経
済の先進地域 では,1950年 代 の土地の国有化 ・公有化 によって失われていた農村 の土 地に関す
る社会規範が,市 場経済化の進展 とともに復元 しつつ ある とみ られ る。現代 中国の農 業政策 に
は,社 会の復元力 を損なわずに当面の課題を忍耐強 くかつ柔軟 に乗 りこえてい くことが求め られ
ているのである。
注
*1拙 稿 「現代中国における 『農村土地使用権』の設定 とその効果 土地利用の効率化 と土地財産の保
障」神奈川大学経済貿易研究所 『経済貿易研究』第28号,2002年3月 。
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ところが多 く,徴 収に歯止めがかか りにくい。実際,行 きす ぎた徴収に苦 しんでいるとい う訴えが全国各
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いる。 また,張 玉林は,税 負担の軽減や村財政の公開を求める1990年 代の農民の投書 ・陳情 ・訴訟等の
活動の ようすを新聞 ・雑誌記事か ら広 く収集 しているので,読 者は,こ れをみると,農 民の抗議活動は,
公安や武装警察 との暴力による衝突にまで発展することが頻繁にあ り,多 くの死傷者をだ していることが
わかる。
中央政府は,近 年,「 三農」問題の深刻 さを理解するに至 り,悪 質な行政担当者に厳罰をもってのぞ
むなど,「三乱」の防止に努めている。 また,中 央政府は,農 民の負担を農業税 に一本化すると同時に
負担の軽減をはかる実験を安徽省に2000年 から取 り組ませ,全 国に広げようとしている。
*5清 水美和 『中国農民の反乱 昇竜のアキ レス腱』講談社 ,2002年 。
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張玉林前掲書 と同様に,農 民の現状を伝える格好の書である。
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年9月 。
辻は,解 放前の地 主 ・富農は,小 作農や雇農を搾取することはあっても 「再生産不能の窮地にまで陥れ
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欠である,と いう認識がみ られる。
*15拙 稿 「現代中国における 『農村土地使用権』の設定とその効果」。
拙稿は,こ の点について誤解 していたので,こ の場 を借 りて訂正をさせていただきたい。筆者は,正 誤
表を添付して誤 りを正 したつ もりだったが,そ の正誤表 も誤っていた。筆者の不注意を深 くお詫びする次
第である。正確な経緯は,本 稿の以下であらためて紹介することにしたい。
*16王 家福 ・乾昭三 ・甲斐道太郎編 『現代中国民法論』法律文化社,1991年,6頁 。
*17同 上。
*18現 在すでに制定 されてお り将来 「民法通則」 とともに 「民法典」を形成するであろう単行法には,
「中華人民共和国婚姻法」(現 行法1981年1月 施行)・ 「中華人民共和 国相続法」(1985年10月 施行)・
「中華人民共和国担保法」(1995年10月 施行)・ 「中華人民共和国契約法」(1999年10月 施行)が ある。 ま
た,現 在審議の途上にある単行法には,「 中華人民共和国物権法」がある。
なお,こ れらの単行法が 「民法典」の施行後にどのように扱われるかについては,目 下のところ,明 確
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か,あ るいは条文の一部改正を行ったうえで特別法 として残 してお くか,と いう対応が検討 されていると
いわれる。
*19顧 昂然 「関干 『中華人民共和国民法(草 案)』 的説明」(2002年12月26日)『 中国民商法律網』。
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日本の全国紙では,『 日本経済新聞』が新華社電のニュース としてこの件を伝 えた。
*211998年8月 の 「土地管理法」改正以降は,第14条 第1項 である。
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対象)に よると,村 民委員会幹部が行った広報活動の手段 には,戸 別訪問(80.7%),テ レビ(49%),新
聞(28.5%),ラ ジオ(27.8%)が あった(複 数回答)。 戸別訪問が村落の大部分でなされていたことがわ
かると同時に,戸 別訪問をした村民委員会幹部の解釈が色濃 く反映されたであろうことが窺える。
*26「 土地請負経営権」と 「土地使用権」との関係以外 にも,現 代中国の法学者のあいだでは法規問の条
文解釈 をめ ぐって見解の相違が生 じているといわれる。その原因の多 くは,法 規の多 くが国務院傘下の個
別省庁 レベルで起草され,制 定 された法規が当初か ら整合性に欠けていることが多いためである。本来で
あれば,個 別省庁は,法 制度の全局面を甚斗酌 して新たな法規の起草にあたるべ きであるが,現 代中国の現
状 に鑑みると,そ れはか ぎりなく不可能に近い。個別省庁は,勢 い,当 該省庁の関係機関が有する既定の
法規のみとの整合性 と当該省庁および関係機関の利益に基づいて新たな法規 を制定 して しまうのである。
もっとも,「土地請負経営権」 と 「土地使用権」の根拠法である 「民法通則」・「土地管理法」・「憲法」
は,い ずれも全国人民代表大会常務委員会に設置された法制工作委員会(前 身は,法 制委員会である)と
法律委員会で草案がつ くられている。 したがって,「 土地請負経営権」と 「土地使用権」の関係が大別 し
て2つ に解釈 される理由は,別 に求めなければならない。その理由は,本 論の以下に記す。
*27顧 祝軒 「中国における出譲土地使用権の法的性質について 中国土地所有権法研究序説」早稲田大
学法学会 『早稲田法学』第75巻 第2号,2000年3月 。
*28松 尾弘 ・韓応飛 「中国における土地法改革の所有論的分析 公的所有の研究Hj横 浜国立大学国際
経済法学会 『横浜国際経済法学』第7巻 第1号,1998年9月 。
*29小 田美佐子 『中国土地使用権 と所有権』法律文化社,2002年,43頁 。
*30梁 慧星 「中国物権法的起草」(2002年5月8日)『 中国民商法律網』。
http://www.civillaw.com.cn/elisor/content.asp?type=`立 法聚焦'&programid=2&id=17
梁慧星に よる と,全 国人民代表大会常務委員会は,2002年 初頭あた りか ら 「民法典」の制定を急 ぐ方
針に転換 しつつあるという。すでに紹介 したように,「民法典(草 案)」 の初案は,2002年12月23日,
第9期 全国人民代表大会第31回 会議に提出 されている。梁慧星は,こ の方針が今後 も変わらないのなら
ば,「物権法」は単行法 として成立 しない可能性 も高く,当 初か ら 「民法典」に組み込 まれることもあ り
うるという。










*32熊 達雲 「中国にお ける物権法 制定の動向 について」山梨学 院大 学法学研 究会 『法学論集』第48
号,2001年11月,72頁,注69。
両者の意見の対立は,「用益物権,共 有,不 動産相隣関係 と建物区分所有権部分」の構成をめ ぐっての
ものであった。










*34梁 慧星編 『中国物権法草案建議稿 条文,説 明,理 由与参考立法例』社会科学文献 出版社,2000
年,1～88頁 。
*35熊 達雲,前 掲 「中国における物権法制定の動向について」。
梁慧星ほか8名 による 「物権法(草 案)」 の詳細な内容については,梁 慧星編,前 掲書のほかに,こ の
熊達雲論文を参照 されたい。






*37王 利明編 『中国物権法草案建議稿及説明』中国法制出版社,2001年,1～146頁 。
*38た だし,第252条 には,「 農地使用権」の自動的延長が なされない場合 も定め られている。それは,
①農地使用権者が延長 を望まない場合,② 農地使用権者が第248条 に定め られている行為(賃 貸料の合計
額が5年 分に達するまで賃貸料 を滞納する行為 と土地を別目的に利用 して原状の回復 を不可能にする行
為)を なした場合,③ 当該農地が四荒地(荒 れ山 ・荒れ溝 ・荒れ斜面 ・荒れ干潟)で 請負方法が競売方式
による場合,で ある。
*39王 衛国 『中国土地権利研究』中国政法大学出版社,1997年,181～183頁 。
王衛国は,「 土地請負経営権」(請 負契約に基づ く 「債権」)は,「 土地使用権形成過程の一段階である」
と早 くか ら認識 して きた。また,王 衛国は,農 地の請負契約は,「土地使用権」(「用益物権」)の 設定以
後,「 土地使用権者と請負耕作者のあいだで」結ばれる 「土地賃借経営の一種 の形式」になる と指摘 して
きた。
*40日 本の法律用語でいう法規 とは,法 令 と規則をいう。法令 とは,国 会が制定する法規範としての法律
と国の行政機関が制定する法規範としての命令(政 令)か らなる。法規を広義に解釈する場合は,こ の法
令 と規則に地方公共団体が制定する条例 と規則,裁 判所の規則,行 政庁の訓令 を含める。 これにたい し
て,中 国の法律用語でいう法規あるいは行政法規 とは,日 本でいう命令のみを指 している。
*41梁 慧星,前 掲 「中国物権法的起草」。
*42中 国法制出版社編 「辮理農村土地請負案件法律依振』中国法制出版社,2002年,302～311,316～329
頁。
省 ・自治区 ・直轄市の人民代表大会常務委員会は,「 土地管理法」や 「農業法」等の法規に基づ き,行
政区域内における請負契約の実施規則を定めている。これ ら実施規則の内容は,大 同小異であるが,「 土
地請負経営権」 と 「土地使用権」の関係については多様な認識を示 している。本書のなかには,こ うした
実施規則が一定数収め られているので,省 ・自治区 ・直轄市が 「土地請負経営権」と 「土地使用権」の関
係を具体的にどのように受け止めているのかについて少 し紹介してお くことにしたい。
「青海省農村土地請負条例」(2000年7月1日 施行)第16条 は,「請負委託方は,土 地所有権 あるいは
土地使用権を有する村民委員会や集団経済組織である」 と規定 してお り,こ こか ら青海省では,「 土地所
有権」あるいは 「土地使用権」を有する村民委員会や集団経済組織であるか らこそ請負委託方 として請負
受託方である農家と請負契約を結びうると考えているのが明白である。青海省では,農 民が有する権利は
「土地請負経営権」のみであって,こ れのみが自由に取 り引 きされるのである。 また,「 吉林省集団土地請
負経営管理条例」(2000年1月1日 施行)第37条 は,「 集団土地使用権の移転管理期限は,請 負契約期限
の残余期間を超えてはならない」 と規定 している。 どうやら吉林省では,村 民委員会や集団経済組織が有
するのは 「土地所有権」のみであって,「 土地使用権」はもちろん,お そらく 「土地請負経営権」 も,農




で きると明確に規定 しているので,「 土地請負経営権」は 「土地使用権」の名のもとに一一元化されている
ことがわかる。
*43房 紹坤 「中国物権法草案建議稿的説明第三章用益物権」王利明編,前 掲書,371頁 。
*44王 利明 『物権法研究』申国人、民大学出版杜,2002年,459頁 。
*45梁 慧星,前 掲 「中国物権法的起草」。
*46梁 慧星,前 掲C中 国物権法的起草」。
*47梁 慧星,前 掲 「中国物権法的起草」。
*48中 国共産党中央委員会 ・国務院 「関干当前農業和農村経済発展 的若干政策措施」1993年11月 。
*49遅 福林編,前 掲 『中国農民的期目分』,6頁 。
*50王 衛国,前 掲書,99頁 。
集団経済組織あるいは農村集団経済組織 とは,村 や郷鎮を単位とする農民の集団であ り,農 村の=ヒ地の
所有権の主体である。 しかし,集 団経済組織あるいは農村集団経済組織は,集 団農業経営時代の名残 りと
いうべ き一面 もあ り,「大部分の地域ですでに解体 しているか,有 名無実となっている」。そのため農村で
は,農 民 を代表する土地所有権の主体が事実上失われているという間隙を突かれ,「 新たな地 主ボスや土
豪劣紳」の登場を許す という事態が発生 しているといわれる。ある地域では,土 地は,「郷 ・村幹部小集
団の所有 となり,甚 だ しきは郷 ・村幹部の個人所有 と化 している」のである。
*51柳 随年,前 掲 「関予農村 土地請負法的幾個問題」。
*52全 国人民代表大会法律委員会 「『中華人民共和国農村土地請負法(草 案)』 修改状況的匪報」(2002年
6月20日)(王 超英編 『中華人民共和国農村土地請負法実用問答』申国法制 出版社,2002年,223～228
頁所収)。
全国人民代表大会法律委員会が全国人民代表大会常務委員会に提 出した報告書には,あ る地方とある部
門が耕地の請負期限の上限を30年 とする従来の 「精神」と実際のや り方を尊重 して請負期限の上限を定
めるように提起 したので,法 律委員会は請負最長期限を30年 と修正すべ きことを建議 した,と ある。
*53拙 稿 「現代中国における 『農村土地使用権』の設定とその効果」。
筆者は,前 稿において,農 村部における 「土地使用権」を 「物権」 とするか 「債欄 とするかについて
「債権」とする立場を示 し,「債権」 とした場合に土地の流動化の弊害とな りうる 「債権者である集団組織
の同意」 をむしろ今後 も積極的に保留 してお くべきである,と 述べ た。農村部における 「土地使用権」の
設定年数が長期化すればするほど,現 代中国内外の商社 などの営利企業の主導による 「土地使用権」の集
中がすすむに相違な く,「土地使用権」 を譲渡 した農民が長期にわたって生活 を安定させ られないのでは
ないだろうか,と 懸念 したからである。
しか し,こ の懸念は,杷 憂 に終わった。後述するように,通 常の農村の土地で行われる家庭請負方式に
基づ く請負契約では,請 負引受方は,当 該集団経済組織の農民に限定されることになった。この結果,土
地所有権者である集団経済組織が30年 をひと区切 りにして土地請負経営権者 を変更 しうる権利を保有 し
ていることの意義はほぼ消滅 したといえよう。
*54渠 涛 「中国農村土地財産権の研究 集団所有の危機と再生 を中心に」名城大学法学会 『名城法学』
第47巻 第4号,1998年2月 。
国民の社会的流動性が高 まっている今 日,戸 籍登録地以外で雇用を確保する人々が増加 している。とは
いえ,か れらの多 くは,戸 籍 を移すことなく戸籍登録地以外で生活 を営んでお り,か れらの多 くが出身村
の土地の共同所有者であるという原則がある以上,か れらに も何 らかのかたちで土地に関する権利を平等
に分け与 えなけばな らないだろう。その点,渠 涛が紹介 している 「農村股傍合作社」儂 村株式協同組
合)の 樹立は,き わめて有効 な方法である。農村株式協同組合は,村 の土地すべての 「土地請負経営権」
を農村集団経済組織あるいは村民委員会か ら一括 して請け負った り,「土地請負経営権」ない しは 「土地
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使用権」を個人か ら譲渡して もらった りすることで経営規模を拡大して,農 業経営を行う団体である。そ
の利益は,土 地を共同所有する村民 に均等あるいは持ち分に応 じて分割 される。山東省潤博市周村区では
じまったといわれる。
*55柳 随年,前 掲 「関干農村土地請負法的幾個問題」。
*56柳 随年,前 掲 「関干農村土地請負法的幾個問題」。
*57熊 達雲,前 掲 「中国における物権法制定の動向について」。
ママ
熊達雲は,「独立 した物権法がな く,物 権に関する単行法律の間に整合性が悪 く,数 少 ない物権の規定
も概念が曖昧であ り,異 なる物権の区別が不明確であるために,そ れに多 くの物権について規範 さえない
のを加えて,中 国の司法実践の中で,裁 判官が よるべ きものを知 らず ,庶 民はしばしば矛盾だらけの判決
に遭遇させ られ,裁 判官の公正,公 平 と法律の厳かさに対 して不信のまなざしを投 げかけざるを得 ない」
と述べている。
*58「 口糧田」 とは,自 給食糧の生産 を目的 とする耕地であ り,農 村集団経済組織 あるいは村落の人口数
に応 じて1人 ひとり均等に配分 される。
*59「 責任田」 とは,生 産物の供出義務 を負 う耕地であ り,農 家経営請負制の規定に基づいて管理 ・経営
される。
*60王 景新,前 掲 「中国農民土地使用権法律保障」。
*61中 改院 「農村土地法制化建設」(2001年4月24日)『 中国改革論壇』。
http://www.chinareform.org.cn/cgi-bin/BBS _Read.asp?Topic-IDニ245
*62筆 者は,現 代中国における都市 と農村の経済格差は,開 発経済学のテキス トに頻出するS .ク ズネッ
ツ(SimonKuznets)の 逆U字 曲線(Kuznetscurve)や トリクル ・ダウン仮説(trickle-downhypothesis)
で説明してす ませ られるような安易な問題ではすでになくなっていると考えている。本稿執筆時の2003
年3月 に開催中の第10期 全国人民代表大会第1回 会議における朱錯基国務院総理の政府活動報告に も,
その点が鮮明に窺 える。
本稿は,神 奈川大学共同研究奨励助成金(「市場経済のグローバル化」の諸相 と諸問題に関す る研究)に
よる研究成果である。














第1条 家庭請負経営 を基礎 とする系統的に分かたれた双層経営体制を安定かつ完全なものとし,長 期的
かつ保障を完備 した土地使用権を農民に付与 し,農 村の土地の請負当事者の合法的利益を保護し,
農業 ・農村経済の発展 と農村社会の安定を促進するために,憲 法に基づ き,本 法を制定する。
第2条 本法で称す る農村の土地とは,農 民の集団所有地 と農民が法に基づいて集団で使用する国家所有
の耕地,林 地,草 原,お よびその他法に基づ く農用地を指す。
第3条 国家は,農 村土地請負経営制度を実行する。
農村の土地の請負は,農 村集団経済組織内部の家庭請負方式を採用 し,家 庭請負方式を採用すべ
きでない荒れ山 ・荒れ溝 ・荒れ斜面 ・荒れ干潟等の農村の土地は,入 札 ・競売 ・公開協議等の方式
を採用 して請け負わせて よい。
第4条 国家は,法 に基づいて農村の土地請負関係の長期安定 を保護する。
農村の土地請負後,土 地の所有権の性質は変わ らない。請負地は,売 買できない。
第5条 農村の集団経済組織の構成 員は,当 該集団経済組織が請負にだした農村の土地を法に基づ き請け
負う権利を有する。
いかなる組織 と個人であっても,農 村の集団経済組織の構成員が土地 を請け負 う権利を剥奪 した
り法に依 らず制限 した りしてはならない。
第6条 農村の土地請負にあたっては,女 子は男子と平等の権利を有する。請負のなかで女子の合法的利
益を保護 しなければならず,い かなる組織 と個人であっても,女 子が有するべ き土地請負経営権を
剥奪 したり侵害 した りすることはで きない。
第7条 農村の土地請負は,公 開 ・公平 ・公正の原則を堅持 し,国 家 ・集団 ・個人の三者の利益関係を正
確に処理 しなければな らない。
第8条 農村の土地請負は,法 律 ・法規 判 を遵守 し,土 地資源の合理的開発を保護 し,持 続的に利用 し
なければな らない。法に依 らず して請負地を非農業建設に用いてはならない。国家は,農 民 と農村
集団経済組織が土地にたいする投入 を増加することを奨励する。地力を肥やし,農 業生産力を高め
る。
第9条 国家は,集 団土地所有者の合法的権利 ・利益を保護 し,請 負者の土地請負経営権を保護する。い
かなる組織 と個人も,侵 犯 してはならない。
*1こ こでいう法規 とは,各 省 ・自治区 ・直轄市 の人民代表大会常務委員会が本法 第64条 に基づ いて制定する実施規則 を




第11条 国務院農業 ・林業行政主管部門はそれぞれ,国 務院規定の職責に基づいて,全 国農村の土地請
負および請負契約管理の指導に責任を負う。県級以上の地方人民政府農業 ・林業行政主管部門はそ
れぞれ,各 自の職責に基づいて,当 該行政区域 内農村の土地請負および請負契約管理 に責任 を負
う。郷(鎮)人 民政府は,当 該行政区域内農村の土地請負および請負契約管理 に責任を負 う。
第2章 家庭請負
第1節 請負委託方 と請負受託方の権利と義務
第12条 農民が集団で所有する土地は,法 に基づいて村の農民の集団所有に属 し,村 集団経済組織あ る













(3)請 負契約に定められた約束に基づいて請負受託方に生産 ・技術 ・情報等のサービスを提供する義
務。





(1)法 に基づ く請負地の使用 ・収益および土地請負経営権移転の権利を有 し,生 産 ・経営 を自主的に
組織 し生産物を自主的に処理する権利 を有する。





(2)法 に基づいて土地を保護 ・合理的利用 し,土 地に永久的な損害 を与えてはならない義務。
(3)法 律 ・行政法規が規定するその他の義務。





請負受託方の土地請負経営権 を保護 し,請 負契約を法に依 らず変更 ・解除 してはならない義務。
請負受託方の生産 ・経営の自主権を尊重 し,請 負受託方が法に基づいた正常な生産 ・経営活動 を
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第2節 請負の原則 と手続
第18条 土地請負は,以 下の原則 を遵守 しなければな らない。
(1)規 定に基づいて請負を統一的に組織するとき,当 該集団経済組織構成員は,法 に基づいて請負地
の権利 を平等に行使 し,ま た請負地の権利を自由に放棄することがで きる。
(2)民 主 と協議,公 平と合理。
(3)請 負プランは,本 法第12条 の規定に基づき,法 に基づいて当該集団経済組織構成員の村民会議の
3分 の2以 上の構成員あるいは3分 の2以 上の村民代表の同意を経なければならない。




















請負工作小組は,法 律 ・法規の規定に基づき請負プランを立案 ・公表す る。




第20条 耕地の請負期限は,30年 である。草原の請負期限は,30年 か ら50年 である。林地の請負期限




(1)請 負委託方 ・請負受託方の名称,請 負委託方の責任者と請負受託方の代表の氏名 ・住所。
(2)請 負地の名称,位 置,面 積,地 質等級。
(3)請 負期限と請負期間。
(4)請 負地の用途。
(5)請 負委託方 と請負受託方の権利 と義務。
(6)違 約責任。
第22条 請負契約は,成 立 日より効力を発す る。請負受託方は,請 負契約の発効時より土地請負経営権
を取得する。
第23条 県級以上の地方人民政府 は,請 負受託方 に土地請負経営権証あるいは林権証等の証書 を交付
し,登 記簿を作成 し(登 記書類を一冊に綴 じ),土 地請負経営権を確認 しなければならない。
土地請負経営権証あるいは林権証等の証書の交付にあたっては,規 定に基づ く証書費用を除き,
その他費用を受領してはならない。
第24条 請負契約の発効後,請 負委託方は,請 負人あるいは責任者の変動を理由に して 〔契約内容の〕
変更または 〔請負契約の〕解除をしてはならず,ま た集団経済組織の分割あるいは合併を理由にし
て 〔契約内容の〕変更または 〔請負契約の〕解除をしてはならない。
第25条 国家機関およびその工作人員は,職 権 を利用 して農村の土地請負あるいは請負契約の変更 ・解
除に干渉 してはならない。
第4節 土地請負経営権の保護






転換するために,請 け負っている耕地 と草原を請負委託方に返還 しなければならない。請負受託方
が返還 しない ときには,請 負委託方は請け負わせた耕地と草原を回収することができる。
請負受託方が請負期限内に請負地を返還 した り請負委託方が法に基づ き請負地を回収するときに




のあいだで請け負っている耕地 と草原にたい して適度な調整を必要とするときには,当 該集団経済
組織構成員の村民会議の3分 の2以 上の構成員ないしは3分 の2以 上の村民代表の同意を経て,郷
(鎮)人 民政府 と県級人民政府の農業等の行政主管部門に報告 し許可を受けなければならない。請
負契約のなかの約束は,そ の約束に基づ き,調 整 してはならない。
第28条 下記の土地は,請 負地の調整あるいは新規人口に与える請負地 として用いるべ きである。
(1)集 団経済組織が法に基づ きあらか じめ残 してある機動地*2。
(2)法 に基づ く開墾等の方式を通じて拡大 した土地。
(3)請 負受託方が法 と自由意思に基づき返還 した土地。
第29条 請負受託方は,請 負期限内に自由意思で請負地を請負委託方に返=還することがで きる。請負受
託方は,自 由意思で請負地 を返還するときには,半 年前に書面形式で請負委託方に通知 しなければ
ならない。請負受託方は,請 負期限内に請負地を返還するときには,そ の期限内に再び請負地を要
求 してはならない。
第30条 女子が請負期限内に結婚して新居住地で請負地 を取得 していないときには,請 負委託方は,原
請負地を回収 してはならない。女子が離婚あるいは配偶者を失い,原 居住地あるいは原居住地以外
で生活するが新居住地で請負地を取得 していないときには,請 負委託方 は,原 請負地を回収 しては
ならない。
第31条 請負受託方がうるべ き請負利益は,相 続法の規定に基づき相続する。
林地請負の請負人が死亡 したとき,そ の相続人は,請 負期限内の請負 を継続することができる。
第5節 土地請負経営権の移転
第32条 家庭請負 を通 じて取得 した土地請負経営権は,法 に基づ き転貸 ・賃貸 ・交換 ・譲渡あるいはそ
の他の方式で移転できる。
第33条 土地請負経営権の移転 は,以 下の原則を遵守しなければならない。
(1>平 等協議 ・自由意思 ・有償,い かなる組織 と個人であっても,土 地請負経営権移転 の進展 を強制
あるいは阻害 してはならない。




第34条 土地請負経営権移転の主体は,請 負受託方である。請負受託方は,法 に基づいて土地請負経営
権を移転するか否かと移転の方式をどうするかを自主的に決定する権利 を有する。
第35条 請負期限内には,請 負委託方は一方的に請負契約 を解除 してはならず,少 数は多数に従 うとい
うことにか こつけて請負受託方に土地請負経営権を放棄あるいは変更することを迫ってはならず,
口糧田と責任田などを区分することを理由にして請負地を回収 し,入 札 を行ってはならない。請負
*2「 機動地」 とは,農 村集 団経済組織や村民委員会が将 来の労働 力人口の増加に備えて農民 に分 配せ ずに保留 してい る土
地 をい う。
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地は借金の代わ りに回収 してはならない。
第36条 土地請負経営権移転の移転費,貸 出料,譲 渡費等は,当 事者双方の協議で確定すべ きである。
移転の収益は,請 負受託方に帰属 し,い かなる組織 と個 人も,無 断で遮った り割 り引いた りしては
ならない。
第37条 土地請負経営権は,転 貸,賃 貸,交 換,譲 渡,あ るいはその他の方式で移転される。当事者双
方は,書 面による契約を結ぶべ きである。譲渡方式を採用 して移転する場合は,請 負委託方の同意










第38条 土地請負経営権の交換 と譲渡による移転は,当 事者は登記 を求め られ,県 級以上の地方人民政
府に登記を申請しなければならない。登記をしない場合,善 意の第三者に対抗できない。
第39条 請負受託方は,一 定期限内に一部あるいは全部の土地請負経営権 を第三者に転貸あるいは賃貸
することができる。請負受託方 と請負委託方の請負関係は変わらない。
請負受託方が土地を他人に1年 を超過 しない期限内で代理耕作させるときには,書 面による契約
を結ばなくてよい。
第40条 請負受託方のあいだでは,耕 作の便宜あるいは各自の必要のために,同 一集団経済組織に属す
る土地の土地請負経営権の交換 を行ってよい。
第41条 請負受託方は,安 定 した農外職業 あるいは安定 した収入源をもち,請 負委託方の同意をえれ
ば,全 部あるいは一部の土地請負経営権をその他の農業経営に従事す る農家に譲渡することがで き
る。当該農家と請負委託方で新たな請負関係が確立され,当 該土地における旧請負受託方と請負委
託方の請負関係は即刻終結す る。
第42条 請負受託方のあいだでは,農 業経済を発展 させるために,土 地請負経営権 を自発的に連合で株
として出資し,農 業の協同生産を行って もよい。
第43条 請負受託方は,請 負地に投入して土地の生産力を高めたことにたい して,土 地請負経営権を法
に基づいて移転するときに相応の補償を獲得する権利 を有する。
第3章 その他方式の請負
第44条 家庭請負方式を採用すべ きでない荒れ地,荒 れ溝,荒 れ斜面,荒 れ干潟等の農村の土地は,入
札,競 売,公 開協議等の方式を通 じて請負 を実施 し,本 章の規定を活用する。
第45条 その他方式で農村の土地を請け負 うときは,請 負契約 を結ばなければならない。当事者の権利
と義務,請 負期限等は,双 方の協議で確定する。入札,競 売方式での請負は,請 負費は公開で入札
価格を競わせて確定する。公開協議等の方式での請負は,請 負費は双方の協議で定める。
第46条 荒れ山,荒 れ溝,荒 れ斜面,荒 れ干潟等は,入 札,競 売,公 開協議等の方式 を通じて請負経営
を直接実行できる。 また,土 地請負経営権 を株に換算して当該集団経済組織構成員に付与 した後,
請負経営あるいは株式合作経営を再度実行 して もよい。
荒れ山,荒 れ溝,荒 れ斜面,荒 れ干潟 を請け負 う者は,関 係す る法律 ・行政法規の規定 を遵守
し,水 土の流失を防止 し,生 態環境を保護しなければならない。
「中華人民共和国農村土地請負法」の検討87
第47条 その他の方式で農村の土地 を請け負 う場合,同 等の条件のもとでは,当 該集団経済組織構成員
は優先請負権を有する。
第48条 請負委託方は,農 村の土地を当該集団経済組織以外の各種団体あるいは個人に請け負わせると
きには,事 前に当該集団経済組織構成員の村民会議の3分 の2以 上の構成員あるいは3分 の2以 上
の村民代表の同意を経て,さ らに郷(鎮)人 民政府に報告 し同意 をえなければならない。
当該集団経済組織以外の各種団体あるいは個人の請負では,請 負受託方の資金 ・信用状況 と経営
能力にたい して審査 を行った後,請 負契約 を結ばなければならない。
第49条 入札,競 売,公 開協議等の方式を通 じて農村の土地 を請け負 うときは,法 に基づいて登記 して
土地請負経営権証あるいは林権証等の証書 を取得 し,そ の土地請負経営権は,法 に基づいて譲渡,
賃貸,株 化,質 入れ,あ るいはその他の方式で移転できる。
第50条 入札,競 売,公 開協議等の方式を通 じて取得 した土地請負経営権は,当 該請負人が死亡 した と
き,そ の得るべ きであった請負の利益は,相 続法の規定に基づいて相続 される。請負期限内であれ
ば,相 続人が請負 を継続できる。
第4章 争議の解決と法律貴任
第51条 土地請負経営で紛糾が生 じたとき,当 事者双方は協議によって解決することができる。また,
村民委員会,郷(鎮)人 民政府等の調停による解決を請求することもできる。
当事者が協議や調停を望 まないか,あ るいは協議や調停が失敗 したときには,農 村土地請負仲裁
機構に仲裁を申請するか,あ るいは人民法院に直接提訴することがで きる。
第52条 当事者は,農 村土地請負仲裁機構の仲裁裁決が不服であれば,受 け取 った裁決書の日付から30
日以内に人民法院に提訴することができる。期限をすぎれば,裁 決書はただちに法律的効力を発生
する。
第53条 いかなる組織や個人であれども,請 負受託方の土地請負経営権を侵害 した ときには,民 事責任
を負わなければならない。






















(5)口 糧田と責任田等 を区分することを理由にして請負地を回収 し,請 負の入札を行 う行為。
(6)請 負地 を借金の代わ りに回収する行為。
(7)女 性が法に基づいて有する土地請負経営権 を剥奪 ・侵害する行為。
(8)ーその他土地請負経営権を侵害する行為。
第55条 請負契約のなかで,請 負受託方の意思に背いた り,あ るいは法律 ・行政法規に違反 して請負地
を回収 ・調整 した りしてはならないこと等に関する強制的規定の約束は,無 効である。
第56条 当事者の一方が契約義務を履行せず,あ るいは履行義務が約束と一致 しないときには,「 中華人
民共和国契約法」の規定に基づいて違約責任 を負わなければならない。
第57条 いかなる組織 と個人が請負受託方に土地請負経営権の移転 を強制したとして も,そ の移転は無
効である。
第58条 いかなる組織 と個人が土地請負経営権移転の収益 を無断で遮った り割 り引いた りしたとして
も,そ れは返却されなければならない。
第59条 土地管理法規に違反 し,土 地を不法 に収用 ・占用 した りあるいは汚職 ・土地収用補償費用を流
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用 した りす ることは,犯 罪であ り,法 に基づいて刑事責任を追及する。他人に損害を与えた場合
は,損 害賠償等の責任を負わなければならない。
第60条 請負受託方は,請 負地を不法に非農業建設に用いた場合,県 級以上の地方人民政府の関係行政
主管部門によって法に基づいて処罰 される。
請負受託方が請負地に永久的な損害を与えた場合,請 負委託方はそれを阻止する権利 を有 し,並
びに引 き起こされた損害を賠償するように請負受託方に要求する権利 を有する。
第61条 国家機関およびその工作人員が職権を有利に用いて農村の土地請負に干渉 した り,請 負契約を
変更 ・解除したり,法 に基づいて請負受託方が有する生産 ・経営の自主権に干渉 したり,あ るいは





第62条 本法施行以前に,国 家の農村土地請負 に関わる規定にすでに基づいてなされた請負は,本 法の
規定よりも請負期限が長期のものを含めて,本 法施行後 も有効であ り,改 めて土地を請け負うべ き
ではない。請負受託方にたいして土地請負経営権証あるいは林権証等の証書 を発給 していない場合
は,証 書 を発給 しなければならない。
第63条 本法施行前,す でに留保されていた機動地は,機 動地面積が当該集団経済組織の総耕地面積の
100分 の5を 超えてはならない。goo分 の5に 満たない場合,機 動地を増加 させてはならない。
本法施行前に機動地 として留保 しておかなかった土地は,本 法施行後機動地として留保 してはな
らない。
第64条 各省 ・自治区 ・直轄市の人民代表大会常務委員会は,本 法に基づ き,当 該行政区域の実際の状
況に応 じて,実 施規則を制定で きる。
第65条 本法はf2003年3月1日 より施行する。
